
商学科では、流通・マーケティング・情報、貿
易・金融、会計の各分野を総合かつ体系的に
学ぶことができます。これらの知識をベースに、
演習における様々な活動を通じ、企業が求める
高度職業人に必要な問題発見・解決力を身に
つけることができます。

経済学部

商 学 科
企業が求める高度職業人に必要な問題発見・解決力を養う

　学科の特色

流通・金融・会計を
総合的に学ぶ

商学科では、企業で何が行われているかを実
践的に学ぶことができます。たとえば銀行、証
券、商社等で活躍する先輩を講師にした授業、
演習でのフィールドワークがあります。これらの
学びと学部のキャリア教育科目を通じて、将来
の進路を強力にサポートします。

実践的な授業や
課外活動

他大学にない「会計プロフェッショナルクラス」と
「ITプロフェッショナルクラス」を開設していま
す。卒業後は、会計プロフェッショナルクラスは
公認会計士や税理士、ITプロフェッショナルク
ラスはIT大手やメガバンク等、ITを使う大手企
業に就職しています。

会計やITの専門家を
養成する

　専門教育科目

科目名 学年
1 2 3 4

流通論基礎a／b ■

会計学基礎a／b ■

ファイナンス基礎a／b ■

経営学基礎a／b ■

企業論基礎a／b ■

キャリア・デザインa／b ■

簿記論a／b ■

情報入門Ⅰ・Ⅱ ■

経済学入門a／b ■

演習Ⅰ ■

会計プロフェッショナルクラスⅠ
（会計士／税理士）

■ ■

ITプロフェッショナルクラスⅠ ■

演習Ⅱ ■

ビジネス・インターンシップa／b ■

会計プロフェッショナルクラスⅡ
（会計士／税理士）

■ ■

ITプロフェッショナルクラスⅡ ■

演習Ⅲ ■

卒業研究 ■

会計プロフェッショナルクラスⅢ
（会計士／税理士）

■

ITプロフェッショナルクラスⅢ ■

上級簿記a／b ■ ■ ■ ■

経済理論Aa／Ab ■ ■ ■ ■

ミクロ経済学a／b ■ ■ ■ ■

現代経済事情Ⅰ・Ⅱ ■ ■ ■ ■

科目名 学年
1 2 3 4

現代産業事情Ⅰ～Ⅲ ■ ■ ■ ■

特殊講義Ⅰ・Ⅱ ■ ■ ■ ■

キャリアデザイン応用a／b ■ ■ ■

会計研究A（1）～（8） ■ ■ ■

会計研究B（1）～（8） ■ ■ ■

IT研究Ⅰ～Ⅴ ■ ■ ■

ITインターンシップⅠ ■ ■ ■

ITインターンシップⅡ ■ ■ ■

流通経済論a／b ■ ■ ■

流通政策a／b ■ ■ ■

マーケティングa／b ■ ■ ■

マクロマーケティングa／b ■ ■ ■

消費経済論a／b ■ ■ ■

情報・経済ネットワーク論a／b ■ ■ ■

商品学a／b ■ ■ ■

流通史 ■ ■ ■

会計史 ■ ■ ■

ロジスティックスa／b ■ ■ ■

交通論a／b ■ ■ ■

財務会計論a／b ■ ■ ■

会計情報論a／b ■ ■ ■

会計監査論a／b ■ ■ ■

管理会計論a／b ■ ■ ■

税務会計論a／b ■ ■ ■

原価計算論a／b ■ ■ ■

経営分析a／b ■ ■ ■

現代企業論a／b ■ ■ ■

科目名 学年
1 2 3 4

コンピュータ会計Ⅰ・Ⅱ ■ ■ ■

金融論a／b ■ ■ ■

銀行システム論 ■ ■ ■

現代銀行事情 ■ ■ ■

グローバル・ファイナンスa／b ■ ■ ■

国際金融論a／b ■ ■ ■

証券市場論a／b ■ ■ ■

保険論a／b ■ ■ ■

貿易論a／b ■ ■ ■

貿易史a／b ■ ■ ■

経営管理論a／b ■ ■ ■

人的資源管理論a／b ■ ■ ■

経営情報システム論Ⅰ・Ⅱ ■ ■ ■

経済外国書講読Ⅰ・Ⅱ（a／b） ■ ■ ■

憲法a／b ■ ■ ■

民法一部a／b ■ ■ ■

民法二部a／b ■ ■ ■

商法一部a／b ■ ■ ■

商法二部a／b ■ ■ ■

経済法a／b ■ ■ ■

労働法 ■ ■ ■

行政法a／b ■ ■ ■

国際法a／b ■ ■ ■

教員試験特別演習 ■ ■ ■

経済学科の専門教育科目（P.45） ■ ■

現代応用経済学科の専門教育科目（P.49） ■ ■

総計：1,054人
2018年５月１日時点

女子：344人
（33%）

男子：710人
（67%）

■ 必修　■ 選択必修　■ 選択
専門教育科目：72単位
全学共通科目：28単位
広  域  選  択：24単位

■ 選択必修：8単位
■ 選択：64単位卒業に必要な単位124単位

金融や貿易の構造や理論、銀行のシステムや運営、証券市場
や保険の仕組み等について学びます。金融、証券、保険等の業
界を目指す人、貿易・国際取引の分野を志望する人に有効です。

金融・貿易コース
商品の生産、流通そして消費に関して体系的に学習します。
同時に、電子商取引の拡大や電子マネーの普及など、情報技
術が商品の生産、流通、消費にどう影響するかも見ていきます。

流通・情報コース
企業にとって不可欠な会計と経営に関する専門知識を学び
ます。ビジネスの世界での活躍を目指す人、会計や経営のプ
ロフェッショナルを目指す人に適したコースです。

会計・経営コース

　 4 年 間の流れと身につく力

■ 企業が求める高度職業人に必要な問題発見・解決力が備わる。
■ 理論的な基礎知識からビジネスの第一線で生かせる応用力が養われる。
■ データを理論的・実践的に分析できるようになる。

4年間で身につく力

流通・情報、会計・経営、金融・貿易といった、企業の市場での活動に
関わる基礎的知識を身につける。

1
年次

商学に関する基礎的知識を土台とし、より専門的な知識を得て、社会につ
いて考える力を養う。

2
年次

興味に応じてより深く商学に取り組み、現代企業が市場で直面する問題
の発見を目指す。

3
年次

自らが発見した問題にじっくりと取り組み、自分なりの考えをまとめる。4
年次

■ 現代における信用金庫の社会的意義と課題
■ インターネットを通じたマーケティングの問題点
■ 環境会計における効果評価の困難性
■ スターバックスのブランディング・マネジメント
■ ゲームアプリの収益構造について

卒論テーマ・研究課題例

会計プロクラスでは、提携先の専門学校で学びながら公認会
計士、税理士資格にチャレンジし、在学中の合格を目指しま
す。ITプロクラスでは、IT業務の知識と管理能力を磨いてIT
関連資格を取得。卒業生は大手IT企業やメガバンクに就職
しています。いずれもプロフェッショナルとして社会で活躍でき
る就業力が身につきます。

▶ 学 科  T O P I C S
会計・ITプロフェッショナルクラス

在 学 生 m e s s a g e

藤倉 惇志
商学科 4年

埼玉県立春日部東高等学校 出身

Mon. Tue. Wed. Thu. Fri .
1 演習
2 英語ⅡBa 英語ⅡAa 現代銀行事情 ミクロ経済学
3 地球科学 流通経済論 財務会計論
4 社会学 宗教学 生涯スポーツ実習 国際法
5
6

　テレビ番組で消費者のニーズを分析し、売り方を変えるだけで
無名商品が大ヒットするのを目にして、マーケティングに興味を持
つようになりました。この学問の魅力は、マーケティングや会計科
目を通じて、実際に会社で使われることが多い知識や技術が身
につくことに尽きます。また簿記を学んだことで、商品開発にとも
なう材料費や人件費などに対するコスト感覚もつきましたし、企業

の決算書を読めるようになりました。この知識が身についたおか
げで、帳簿を見ただけで、企業がどのような経営状態にあるかを
ある程度分析できるようにもなりました。また、鉄道会社のインター
ンシップにも参加し、経営企画部の一員として新企画の提案も
経験。こうした知識を生かし、将来は交通インフラに関わる業界
で、経営企画や街づくりなどの仕事に携わりたいと考えています。

即戦力として活躍できる知識や技術が身につく

2年次前期の時間割

金融・保険、卸・小売などの企業のほか、会計士、税理士を
目指す人もいます。

卒業後の進路

東急建設／大和ハウス工業／住友林業／カバヤ食品／イトーキ／タカラス
タンダード／キーエンス／日本電気（NEC）／東日本旅客鉄道（JR東日本）
／三菱食品／みずほフィナンシャルグループ／三井住友銀行／七十七銀行
／野村證券／岡三証券／あいおいニッセイ同和損害保険／オリエントコーポ
レーション／ジャニーズ事務所／日本年金機構／東京国税局／長野県庁／
警視庁／東京消防庁

主な就職先

取得可能な資格

※2018年3月卒業生実績

※詳細はP79をご覧ください。

※詳細はP81をご覧ください。

2020年度（予定）

教 員 m e s s a g e

　皆さんは電気料金がどのように設定されているかご存じでしょう
か。燃料代、設備の減価償却費、人件費、税金などからなる原価
がまずあって、そこに一定の利益が上乗せされて決定しています。
これを統括原価方式といって、安定した供給が求められるからとい
う理由で、電力会社は決して損をしない仕組みができあがっていま
す。そこで気になるのが、東日本大震災で放射能漏れを起こした東
京電力の損害賠償までもが原価に含まれているという事実です。な
ぜ？という疑問が残るでしょうが、実は月々の電気料金として個々の
利用者が詳細を知らされないままに分担して支払っているのです。

原価を知れば料金のからくりが見えてくる

さらに、腑に落ちないのが減価償却費です。本来、これは稼働して
いる資産に対して行われるものなのですが、廃炉になって電気を生
み出さない原発に対しても行われています。原価計算の理論からす
れば明らかにおかしな処理で、国や電力会社が、こっそり国民に負
担させているのです。原価、とくに公共料金の原価について研究し
ていると、こうした問題点に気づくことが少なくありません。それを踏
まえて損害賠償、廃炉費用の新たな回収方法を考案しては論文と
して発表。さらに今後のエネルギー政策の方向性を政府に提言し
ていくことも、この分野の学者として大事な役目だと任じています。

髙野 学
専門：原価計算論

髙野先生の研究
実績はこちらから
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